
山梨県災害廃棄物処理計画（令和６年５月 改定）

１.目的

○ 災害時に発生する災害廃棄物処理における県・市町村による基本的な
対応を定め、今後起こりうる大規模な災害に備えることを目的とする。

２.改定の経緯等

○ 国は、東日本大震災等の経緯を踏まえ、平成２６年３月に定めた災害
廃棄物対策指針等において、県・市町村に計画の策定を促し、本県は、
平成２９年４月に「山梨県災害廃棄物処理計画」を策定した。
※ 国は、廃棄物処理法第５条の２の規定に基づく国の基本的な方針（平成２８年１月）にて、

「県及び市町村は災害廃棄物処理計画を策定し、適宜見直しを行うものとする。」と明記。

○ その後、国の指針等が見直されたことから、県は令和３年３月に山梨
県災害廃棄物処理計画を初めて改定し、発生頻度の高い水害対応の記載
を充実させ、また、近年の災害の発生状況を踏まえ、時系列の対応区分
の変更や、被災後の処理（公費解体等）の記載の充実等を図った。

○ 今般、県及び市町村等は、令和５年３月に災害廃棄物等の処理に関す
る相互支援協定を締結し、相互支援体制を構築したこと、国の指針（資
料編）が令和５年４月に改定されたこと、令和６年３月に山梨県地域防
災計画の改定等により、地震別の被害棟数が更新されたこと等を踏まえ、
より実効性のある計画として山梨県災害廃棄物処理計画を改定するもの
である。

３.今回の改定のポイント

①災害廃棄物等の処理に関する相互支援
・令和５年３月に県及び市町村等は、災害廃棄物等の処理に関する相互
支援協定を締結。災害により区域内の災害廃棄物等の適正処理が困難
になった市町村等に対し、県及びその他の市町村等が円滑な処理を確
保するために相互支援を行う。

②市町村における仮置場の必要面積算定等に係る情報の更新
・令和５年４月に国の指針（資料編）が改定され、「災害廃棄物発生量
の推計式」が最新の知見等を踏まえて更新されたことに伴い、従前の
推計式を更新。

・令和５年５月に公表された山梨県地震被害想定調査の結果や令和６年
３月に改定された山梨県地域防災計画を踏まえ、資料編の地震別の災
害廃棄物発生量等を更新。

③その他
・本県が令和６年の能登半島地震において、人材バンク制度による被災
地派遣で得られた経験を踏まえ、次の事項の記載を充実化。
（災害廃棄物発生量の推計に活用できる情報、仮置場の管理・運営）

○ 災害廃棄物は一般廃棄物であり、廃棄物処理法の規定により一般廃棄物は市町村が処理責任を有し
ているため、市町村が処理の主体となることが基本となる。

○ 災害により、区域内の災害廃棄物等の適正処理が困難な場合は、県及びその他の市町村等は円滑な
処理を確保するために相互支援を行う。

○ 県は、広域支援体制の確立を図るとともに、市町村が実施する災害廃棄物処理に対して必要な助
言・支援を行う。

○ 災害廃棄物処理における県及び市町村等の行動内容は、次の図のとおりとなる。
※ 主な改定点の下線部は、前項改定のポイント①～③に基づき、改定を行った部分を色分けして示している。

４.時系列ごとの県及び市町村等の行動内容

市町村等 県

・組織体制の整備
・支援・協力体制の整備
・職員の教育訓練
・一般廃棄物処理施設の強靱化
・し尿・避難所ごみ対策の検討
・処分方法等の検討
（災害廃棄物発生量の推計）
・収集運搬体制の検討
・仮置場の検討
・住民等への啓発・広報

平
時

・組織体制の整備
・関係機関との連絡体制の整備
・支援・協力体制の整備
・職員の教育訓練
・収集運搬体制の整備
・仮置場候補地のリスト化
(県有地)

初
動
準
備
対
応

・組織体制の確認
・関係機関との連絡体制の確認
・市町村等の準備状況の把握

国への報告

・組織体制の確認
・廃棄物処理施設の安全性の確認
・仮置場の事前準備
・住民等への広報の準備

取組状況の把握

初
動
対
応
・
発
災
後
数
日

・組織体制の整備
・連絡体制の整備
・関係機関等との調整
・支援体制の整備
・相互支援の協力依頼及び調整

国への報告

・体制整備・被害状況把握
・相互支援協定に基づく支援要請
・し尿・避難所ごみの処理
・災害廃棄物の発生量の推計
・仮置場の設置及び住民等への
周知

・収集運搬体制の整備

情報収集・ニーズの把握

応
急
対
応
・
発
災
後
３
ヶ
月

・広域的な組織体制の整備
（国、他都道府県）

・市町村より事務委託を受けた
場合の仮置場設置の検討・調整

国への報告

・関係機関等と連携した体制の
整備

・災害廃棄物処分方法の検討
・災害廃棄物処理実行計画の策定
・仮置場の管理・運営
・環境対策・環境モニタリング
・損壊家屋等の撤去・解体
・県への事務委託の検討

復
旧
・
復
興

・災害廃棄物処理実行計画に基づ
く処理の進捗管理

・状況に応じた体制の見直し
・災害廃棄物の処理及び進行管理
・仮設処理施設の設置判断
・災害廃棄物処理に係る補助金
申請手続き

前回計画からの主な改定点

特になし

・県及び市町村等の相互支援協定に係る内容
を記載

・災害廃棄物発生量の推計方法の更新
・要処理量の試算の削除
・改定された民間事業者団体との協定につい
て追記

・環境省人材バンク制度の派遣実績を記載

・県及び市町村等の相互支援協定に係る内容
を記載

・災害廃棄物発生量の推計に活用できる情報
の追記

・仮置場の必要面積に関する考え方の追記

特になし

特になし

情報収集・ニーズの把握
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